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［要旨］マーシャル諸島共和国、ツバル、キリバスにおいて、センサス情報・人口動態統計情報

の収集調査、フィールド・センサス調査、文化人類学的手法によるライフヒストリー調査を遂行

し、人口構造動態（移動による人口配置の経年変化と人口圧変動）と社会経済変動の総合的解明

作業を実施した。さらに、生活圏形成の特質の重層的解明のために人口動態と景観構築過程に関

する歴史人類学的調査を実施した。また、文化人類学的手法による民俗語彙（現地言語の語彙に

よるカテゴリー化）の調査に基づく現地社会の環境認識（伝統的生態知識体系）の分析を実施し

た。本研究により環礁州島の人口構造動態の流動性の高さ、この流動性に起因する環礁州島間の

社会的ネットワークの重要性、そして、ネットワークによって結ばれた社会的潜在人口が生み出

す人口圧の重要性をミクロなレベルにおいて解明することができた。特にツバルの事例研究から、

年間で島人口とほぼ同数の移出入が延べ数で生起していることが判明し、環礁州島上に成立する

社会を極めて流動性の高い開放系システムとしてモデル化すべきことが明示された。以上の解明

点は、閉鎖系システムとして環礁社会を捉える旧来の視点から離脱して、開放系システムである

ことを前提とした環礁州島の環境政策提言を強く促すものである。 

 

［キーワード］人口移動、人口流動性、社会的潜在人口、ネットワーク、フィールド・センサス、 

 

１．はじめに 

環礁州島からなる单太平洋の小島嶼国は、土地資源と水資源の限定性に起因する脆弱性を基

盤に抱えつつも、そこに独自な社会経済システムによる生活圏と居住様式を構築してきた。し

かし、20世紀中葉以降の急激な近代化と都市化は、人口配置・社会編制・生計維持活動にかか

わる社会変動、土地資源・水資源にかかわる資源消費／資源管理パターンの変動、そして環境

汚染の問題を小島嶼国にもたらした。それゆえ、近代化による社会変動がもたらした環境負荷

の増大過程とこれに対応する人間の生計維持戦略の実態を人間－環境系の視点から歴史的・総

合的に評価して国土保全策を策定することが喫緊の課題となっている。同時に、单太平洋の環

礁州島が近代化以前に形成・維持していた社会編制手法・資源利用手法・島嶼の社会ネットワ

ーク化手法が近代化に起因する問題の解決に対して有するポテンシャルを総合的かつ適切に

再評価することも求められている。 
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２．研究目的 

 本研究は、地球温暖化に対する環礁州島の地形変化・水資源変化に対する脆弱性評価を行うた

めに、近代化・都市化を背景とする環境収容力の経年的変動の把握と将来予測を行い、その結果

に基づいて、将来起こりうる変化に対する脆弱性を評価し、適応策の立案に資することを目的と

する。平成20年度は、マーシャル諸島共和国およびツバルの環礁州島において、センサス情報分

析とフィールド・センサス調査による人口構造動態と社会経済変動の解明を目指し、さらに生活

圏形成の特質に関する面接調査を実施して、ミクロな次元を視野におさめた人口配置の経年変化

と人口圧変動を明らかにすることを目的とした。併せて、環礁景観認識とその利用に関する観察

調査を実施し、地域文化と現地社会の視点から資源利用と生活圏形成の関係の特質を解明する基

礎情報を得ることを目的とした。平成20年度の成果を相互補完するべく、平成21年度は、ツバル

の環礁州島において詳細なコミュニティ調査を実施して、特に、ミクロな次元の人口移動とコミ

ュニティ編成のメカニズムの視点から、人口構造動態と社会経済変動の実像を明らかにすること

を目的とした。平成22年度は、キリバス共和国でフィールド・センサス調査、生活圏形成の特質

に関する面接調査、環礁景観とその利用に関する観察調査を実施することにより、マーシャル諸

島共和国およびツバルで得た環礁州島の人口構造動態と社会経済変動に関するデータとの比較分

析を実施して、オセアニア中核域に位置する環礁州島世界の総合的な人口配置の経年変化と人口

圧変動を明らかにすることを目的とした。また、環礁州島と環太平洋メトロポリタン地域の間の

広域的な人口構造動態の経年変化をマクロな次元でも把握することを目的とした。 

 

３．研究方法 

（１）マーシャル諸島共和国、ツバル、キリバス共和国を中心とする各種センサス情報および人

口動態統計情報のトレンドの経年的分析。 

（２）現地調査はマーシャル諸島共和国のマジュロ環礁、ナヌメア島、ツバルのフナフチ環礁、

キリバス共和国のタラワ環礁で実施。 

（３）人口動態の詳細かつ微細な傾向・特質を把握するための悉皆的なコミュニティ調査手法（観

察・面接調査）に基づくフィールド・センサス調査（ミクロなレベルの人口動態分析）。 

（４）面接調査（自由応答法）によるライフヒストリー（個人の居住歴、移動歴、職歴、社会ネ

ットワーク形成）と環境変動意識・景観認識に関する情報の収集と分析。 

（５）環礁州島間の定期航路の乗船者名簿等の各種情報と史資料を活用した社会ネットワーク形

成のトレンド分析。 

（６）文化人類学的手法による民俗語彙（現地言語の語彙によるカテゴリー化）の調査に基づく

現地社会の生活圏認識の分析。 

（７）New Zealand Census Data(1853-2006)を用いた、小島嶼国と環太平洋メトロポリタン地域

との間に継続する広範な地域的人口移動に関するトレンドの経年的分析。 

 

４．結果・考察 

（１）マーシャル諸島共和国、ツバル、キリバス共和国の人口構造動態 

 マーシャル諸島共和国の総人口52,700人（2007年）の約50％が首都のあるマジュロ環礁に集中

し、ツバルの総人口9,652人（2006年）の約40％が首都のあるフナフチ環礁に集中している。一方、



A-0805-36 

 

マーシャル諸島からグアム・サイパン・ハワイ・カリフォルニア州・オレゴン州・カンザス州な

どへ、ツバルからフィジー、ニュージーランド、オーストラリアなどへの人口移動の流れも定常

化している。短期・長期を含む海外在留者人口の実数等の詳細は不明だが、前者については2万人

前後、後者については数千人規模と推定される。この人口配置は1960年代を画期とするが、調査

からその特質について以下の点を見いだした。 

①マジュロ環礁とフナフチ環礁はともに人口の流動性が極めて高く、同一環礁内の州島間、環

礁間、国外のいずれの次元においても中長期定着型の人口移動（migration）と外国船乗務を

含む短中期還流型の人口移動（circulation）の双方が頻発している。 

②2004～06年度についてみると、ツヴァル（総人口10000人）では首都フォンガファレ島―離島

間を年間のべ5000人（首都人口の4000人を上回る）が往復し、うち首都フォンガファレ島―

北部3島（ナヌメア、ナヌマンガ、ニウタオ）間を年間のべ2000人（北部３島の人口に匹敵）

が往復している。 

③両地域で人口が最も稠密なマジュロ環礁首都D-U-D地区およびフナフチ環礁首都フォンガフ

ァレ島は居住歴が短い人口の割合が高く、他島や海外を終着点とする段階的移動（ step 

migration）や出身地との間の往還を繰り返す還流型の人口移動の中間的なstageを形成して

いる傾向が強いことが考えられる。 

④従って、見かけ上は両島嶼国首都地域に人口が定着しているように思われるが、実際には、

多くの人口が流入すると同時に多くの人口が流出するような平衡状態が維持されている。 

 高い流動性を特徴とする人口動態は、マーシャル諸島共和国においては、1947年以降の国際連

合信託統治協定に基づくアメリカ合衆国による信託統治政策と1986年の独立時にアメリカ合衆国

と締結した自由連合協定に強く起因するものである。前者は首都D-U-D地区への人口流入と一極集

中を生みだし、後者は国外のアメリカ領土を目的地とする渡航・居住・労働の自由を保障して広

範な人口の流動性を生み出した。 

イギリス植民地時代のツバル（イギリス領ギルバート・エリス諸島の一部を成す「エリス諸島」

としての時代）は、1921年＝3,457人、1947年＝4,487人、1968年＝5,782人と比較的緩やかな人口

増加を示していた。一方、ツバル外への労働移民の還流移動は一定して増加し、1973年時点で、

ギルバート諸島バナバ島に652人、同タラワ環礁に1,227人、ナウルに619人のツバル人が居住して

いた。しかし、1975年に隣接するギルバート諸島（現キリバス共和国）とは植民地統治卖位とし

て分離され、1978年にツバルとして独立を果たすと、ある種の社会不安の意識も手伝って海外移

民の一時帰還が頻発化した。さらに、主要な労働移民先であったギルバート諸島バナバ島の燐鉱

山の閉山（1979年）が移民の帰還傾向に拍車をかけた（1979年＝7,349人、1991年＝9,043人、2002

年＝9,561人）。独立に伴って首都機能がフナフチ環礁フォンガファレ島に集中したこと、さらに、

出身離島には労働市場が皆無であることから、首都フォンガファレ島への人口一極集中が起きた。

また、賃金労働に支えられた生活様式に馴化した帰還移民の要望を満たすだけの労働市場が首都

にも成熟していないことから、帰還移民は首都を飛び石にして再び海外への労働緯度の往還を繰

り返すという人口還流の傾向を生み出したことが指摘される。 

一方、キリバス共和国では、第二次世界大戦後の公衆衛生・医療制度の改善（特に乳幼児死亡

率の低下）に起因すると考えられる人口増加が著しく、戦後50年で倍増した（1947年＝31,500人、

1995年＝77,658人、2010年推計＝100,000人）。また、センサス情報によれば、現在、キリバス全
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人口の43.8%が首都・单タラワを中心とする都市部に集中し、離島環礁から首都への人口移動も頻

度を高めている。例えば、1995年センサスでは、離島タビテウエア環礁の居住人口4,787人に対し

て、同環礁出身の首都居住者は概数で3,000人を数え、キリバス全土ではタビテウエア環礁出身者

は9,550人にのぼる。第二次世界大戦後のキリバス経済は、海外からの無償財政援助と外国漁船の

領海内操業者から得る入漁料（いわゆる、「不労型のレント収入」）、そして、バナバ島の燐鉱

石採掘への出稼ぎで得た収入を積み立てた歳入均衡化準備基金（Revenue Equalization Reserve 

Fund）、外国遠洋漁船・商船の乗組員として得る出稼ぎ収入、環太平洋地域の大都市域（ハワイ、

米西海岸、ニュージーランド、オーストラリア等）での出稼ぎ収入（移民送金）に大きく依存し

てきており、いわゆる生業経済に依存した自立型地域経済から大きく変動したことが判明した。 

 マーシャル諸島共和国やツバルに看取される傾向と同様に、首都・单タラワの人口は安定した

長期居住者の集中によって構成されているというよりも、社会的ネットワークを基盤とする短期

居住者の頻繁な「入れ替わり」（環礁州島間での還流的人口移動）を特徴とすることが判明した。

また、单タラワを暫定的な逗留地として、さらに海外への出稼ぎに向かう傾向も繁化しているこ

とが明らかになった（在外人口は数千人規模であると推計される）。タラワ環礁でのフィールド・

センサス調査および面接調査により、当該環礁社会では親族関係を原理とする社会的ネットワー

クが複数の環礁州島を日常的アリーナとする生活圏形成の基盤を成しており、この社会的ネット

ワークの存在を前提に各世帯の生計維持戦略が立てられ、環礁州島間の人口配置（移動・移住・

出稼ぎ）・経済資源（現金収入）配分・自然資源利用（土地資源や水資源の用益権）が実践され

ていることが明らかになった。キリバス共和国の人口動態構造と社会経済体制は、ホームランド

である環礁州島を結節点としながらも、広域にわたって分散・拡散する傾向を特徴としているこ

とが指摘される。さらに、こうした分散・拡散の変動傾向の繁化には、地域の伝統に根ざしたネ

ットワーキング型の社会編制の志向が強く影響を及ぼしていることが指摘できる。 

キリバス共和国の変動傾向の特徴をマーシャル諸島共和国とツバルで得た結果と比較検討する

ことにより、環礁上に成立する３つの小島嶼国が同一の人口構造動態の傾向を示すことが確認さ

れる。環礁上に成立する小島嶼国の人口移動は、環礁州島内―環礁州島間―環太平洋地域という

ミクロからマクロな次元にまで及ぶ連続性のなかにあり、移動による人口配置の経年変化と人口

圧変動の分析は（そして、その分析結果に基づく政策提言も）、この連続性が生み出す動態を重

視することが重要である。従って、表層的な居住人口だけを指標にして首都への人口集中（都市

化）が環礁資源に及ぼす影響を評価することは危険であると言わざるを得ない。 

また、キリバス共和国の調査成果から、遠隔地に居住しているものであっても、その環礁州島

出身者の社会的ネットワークの成員であると認識されていれば、実際の居住者と同等に環礁州島

の土地資源や水資源の用益権を行使することが可能であり、環礁州島外に居住する出身者は潜在

的な人口圧を構成することが指摘される。面接調査から、出稼ぎ・移住しているものは出身の環

礁州島を緊急時の待避先と考えていることが明らかになっており、safety netの中核を成してい

る。タビテウエア環礁出身者の例に則して考えれば、センサス時に実際居住人口（de facto 

population 4,787人）をもとにした人口密度は127.3人／㎢だが、キリバス共和国内の社会的潜在

人口(de jure population 9,550人)を考慮した人口密度は254人／㎢となる。また、キリバス共和

国外に在住する社会的潜在人口を考慮すれば、特定環礁州島の潜在的人口圧はさらに高い値を示

すことになる。環礁州島のような小規模環境の場合、この実際居住人口と社会的潜在人口の差異
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は見過ごすことができない要因を形成している。 

（２）ミクロな人口構造動態と社会的ネットワーク 

 ツバルの環礁州島のうち、ナヌメア島の全120世帯（590名）

を対象に戸別面接による家族調査・世帯構成調査・移動歴調査

を実施し、ミクロな個人レベルにおける人口動態の詳細な経年

変化とローカルな社会ネットワーク形成に関する実態分析を

実施し、マクロなレベルでの人口動態および社会経済変動の分

析結果と相互補完的に照合することで、当該地域における生活

圏形成過程の詳細な解明を実施した。 

 政府が実施するセンサスでは、5年間以上の中長期的な移住

が重視されるため、継続期間が5年未満の短期的な滞在などの

人口動態を捨象してしまい、人口動態の日常的実相を把握でき

ず、島社会の流動性を低く見積もってしまうことになる。 

先ず、一次史料に基づく再構成作業から、(1）14－18世紀（開

拓期、図1）、(2)19世紀末（イギリス植民地化前の島嶼間ネッ

トワーク期、図2）、(3）19世紀末－1970年代（イギリス植民

地期、図3）、(4）1970年代－現在（独立期、図4）の4段階の

人口移動パターンの歴史的遷移が解明される。この4段階は歴

史的な発展段階としてのみあるわけではなく、各段階のパター

ンは住民たちが生活圏を形成する際の行動の選択肢として累

積しており、現在時点においても短期・中期・長期の人口移動

の4つのチャンネルとして一定程度以上の実効性と機能を果た

していることが解明された。 

また、近年、フィジーやニュージーランドへの移住が増加し

ており、フィジーのツバル人居住者に関する公式統計資料はないものの、ニュージーランドには

1996年＝879人、2006年＝2,625人のツバル人居住者数がいることが同国センサスに記録されてい

る。さらに、外国船の乗組員として働く者も増加しており、2000

年以降常時400から500人ほどが船上で働いている。総覧すれば、

2002年以降、年間延べ1,500人規模のツバル人がツバルと海外

とを行き来していることになる。 

さらに、貨客船による国内の交通手段の整備を背景に、ツバ

ル離島部から首都フナフチへの人口流入が進むとともに、フナ

フチ－離島間の人の往来が活発化した。首都／離島間の移動者

の延べ人数は1万人ほどであり、この数はツバルの全人口が約1

万人であることを考慮するならば、かなり頻繁に国内での移動

も行われていることがわかる。フナフチ環礁の首都フォンガフ

ァレ島と北部の3離島を結ぶ貨客船の乗船リストから人口の移

出入をみると、北部３離島のセンサス人口1,900人とほぼ同数

が１年間に首都の間を往復していることが判る（表１）。 

図１

人口

移動 

図２ 

図３ 



A-0805-39 

 

平成21年度調査では、フィールド・センサス調査の手法に重

点を置いた悉皆的なコミュニティ調査をナヌメア島人口に対

して実施して居住地ベースのデータを入手し、短期的な人口移

動も視野に入れた社会成員の動態・変動のトレンドを分析する

ことからツバル社会の人口流動性をとらえた。 

 ツバルの人口史をみると、1860年代から1960年代まで緩やか

に増加し、1970年代以降に急増したトレンドが指摘できる。近

年の増加傾向は首都フナフチ環礁やヴァイトゥプ島で顕著で

あり、特にフナフチ環礁の人口集中が著しい。2002年センサス

ではフナフチ人口は4,492人と国全体の約半分を占め、人口密

度は1㎢あたり1,610人にのぼる。しかし、ヌクラエラエ環礁を

除く他の離島では1960年代以降は人口減尐傾向が継続してい

る。例えば、ナヌメアでは1968年の1,076人をピークに、2002年は664人である（平成20年度に実

施した予備世帯調査では2008年10月末に591人）。多くの離島出身者が首都フナフチ環礁に居住し、

2002年のフナフチ環礁の常住人口の7割以上を離島民が占めている。フナフチ環礁には各種政府施

設、商業施設、学校、病院等が集中整備され、空港や港等の交通の要所でもあることから、首都・

離島間の人の往来が激しくなっている。首都－離島間の人の移動が日常的なものであることがわ

かる。 

 平成20年度に実施した予備世帯調査（2008年10月末現在）を基に、平成21年度にナヌメアで本

世帯調査(2009年10月末時現在）を実施して、以下の結果を得た。人口については、2008年10月末

が591人で、2009年10月末の590人に比して短期的な変化はなかった。しかし、ナヌメアは当該1年

間で176人の新人口（出生4人、島外からの移入者172人）を迎え、177人（死亡9人、島外への移出

表１ 首都－北部3離島間の貨客船による移動者数（2006年） 

図４

４ 
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者168人）がナヌメアを去っていた。つまり、

当該1年間で島人口のおよそ30％が別人口と

入れ替わっていたことが判る。同時にナヌメ

ア島内に留まった414人（90世帯）について

も、その内57人（5世帯）が島内で居住地を

変えていた。2008年・2009年ともに世帯総数

120で変化はないが、島内での居住地移動に

加えて、15世帯がフナフチへ移出し、同数の

15世帯がフナフチから移入しており、人口の

流動性の高さが指摘できる。 

 ナヌメア人口の移出先と移入元をみると

（図5：ナヌメア環礁を中心とする人の移

動：2009年10月と2010年10月末の比較。図中

の数字は移動した人数）、その大半が首都フ

ナフチ（移出先では全体の60％（107人）、

移入元では全体の80％（139人））である。

一方、ナヌメアと他離島間の往来尐数だが、それでも、国内唯一の公立中高等学校があるヴァイ

トゥプ島に17人の学齢期人口が移出している。他の離島に関しては、婚姻による移動、親族訪問

（一時的滞在）、公務員の転勤などに起因する移動がみられた。フィジーを中心に、ニュージー

ランド、オーストラリア、ナウル、キリバスなど国外への移出も頻発化しており、高等教育（单

太平洋大学）、病気療養、賃金労働の機会確保

を主な理由に長期滞在の傾向が強い。 

 事例研究によって、フナフチに住むナヌメア

島民の世帯構成の変化（2005年～2009年）を見

ると（図6）、学校教育、出稼ぎ、親族間での居

住先変更に伴う移動を主な理由に、世帯構成員

が頻繁に入れ替わり、多様な系譜関係をたどっ

て常に世帯が再編成されていることが判る。世

帯構成員である各個人の視点から見れば、個々

人が多様な系譜関係の中で柔軟に居住場所を選

択するネットワーク型の生活戦略が顕著だとい

える。 

（３）首都コミュニティの居住者構成 

 上記（１）（２）の成果を踏まえながら、人

口動態の詳細かつ微細な傾向と特質を把握する

ために、ツバル・フナフチ環礁の首都フォンガ

ファレ島においてサンプル区域を設定してフィ

ールド・センサス調査を実施した。フォンガフ

ァレ島のヴァオ街路、トコトゥ街路、ラグーン、

図５  
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空港滑走路で囲まれた区域をサンプル区域に設

定して調査を実施した（図7）。その結果、同区

域57家屋のうち26家屋は1980年以降に建設され

たことが判明し（表2）、区域住民が短期的にも

移動を繰り返す人口の流動性の高さが判明した。 

また、当該サンプル区域の調査時住民のうち9

名に対して文化人類学的な自由応答法による集

中的面接調査を行い、ライフヒストリー分析のた

めの基礎情報の収集（面接調査）を実施した（表

3）。9名のうち、フナフチ環礁出身者は2名だけ

で、他はニウタオ。ナヌメア、ヴァイトゥプ、フ

ィジーなどの他地域出身者であり、首都フォンガ

ファレ島のコミュニティが島外の多様な背景を

有する居住者で構成されることが指摘される。さ

らに、フォンガファレ島の現住居に住まうまでの

移動歴についてみると、出生地から島内外あるい

は国内外の複数の居住地を経て現在に至ること

が共通している。9名の移動歴の聞き取り結果を

Haagerstrand Histogram（縦軸に居住地、横軸に

時間／年月をとり、個人の移動歴を時系列に沿った軌跡として表記）を用いて図8（フォンガファ

レ住民の移動の軌跡）に示したが、複雑に交錯する「人生の軌跡」を見て取ることができる。参

考までに、ライフヒストリーの詳細具体例3件（2009年3月に実施した聞き取り）を以下に記して

おく。 

 【Ａ氏：男性、1983年、ニウタオ島出身】1983年にフナフチ環礁で生まれたが、生後すぐにニ

ウタオ島に移住した。両親ともにニウタオ島出身であり、Ａ氏自身もこれまでの人生の大半をそ

こで営んできたために、自分はニウタオ出身であると考えている。父親が心臓の病を抱えており、

フナフチ環礁フォンガファレの病院でしか治療を受けることができない。そのために、フナフチ

環礁出身者と結婚してフナフチ環礁に居住している姉を頼って、2007年にフォンガファレ島に移

住した。Ａ氏は未婚で、フォンガファレでは定職につけていない。面接時には両親、姉の家族ら

と同居。居住する家屋は姉の夫方親族が

所有する土地に建っている。 

 【Ｃ氏：男性、1928年生、ニウタオ島

出身】1928年に母の出身地であるヴァイ

トゥプ島で生まれた。ただし、父がニウ

タオ島出身であるため、自分はニウタオ

島出身であると考えている。ヴァイトゥ

プ島の学校に通っていたが、1945年にフ

ィジーのスヴァ市で高等教育を受ける

ために移住した。1948年に卒業し、士官

図７ フォンガファレ・サンプル調査地区 

表２ サンプル調査地区の家屋建設時期 

図６ 
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候補生として船

上訓練を始めた

が、船酔いに耐

えられずに数カ

月で辞め、ギル

バート諸島（現

キ リ バ ス 共 和

国）タラワ環礁

でイギリス植民

地政府の警察官

となった。1951

年には、当時燐

鉱石の採掘が盛

んに行われてい

たバナバ島（現

キリバス領）に

移住し、そこで

警察官を務めた。1952年にヴァイトゥプ島に戻って、フナフチ環礁出身の女性と結婚した。同年

に再びバナバ島に移住。1960年に再度タラワ環礁に移り住んだが、1976年にフナフチ環礁へ移動。

1978年に警察官を退職し、1981年から1998年まで国会議員を務めた。2008年にニウタオ島に4カ月

滞在した後、フナフチ環礁フォンガファレの現在地に居住。妻や息子家族ら10人と同居し、現在

住む家屋は妻方親族が所有していた土地に建つ。 

 【Ｄ氏：女性、1955年生、ナヌメア島出身】1955年にナヌメア島で生まれた。1969年からギル

バート諸島（現キリバス共和国）タラワ環礁で中等教育を受け、1975年のツバル分離後もそこに

留まって教職課程を修了した。1978年にヌクラエラエ島出身の男性と結婚し、同年からタラワ環

礁の小学校で教鞭をとり始めた。1983年にフナフチ環礁フォンガファレ島に移住して数カ月滞在

した後、故郷のナヌメア島に帰還した。1984年に第三子を懐妊したが、流産の危険があったため

に、家族ともども病院があるフォンガファレ島に移住。その後は、フォンガファレ島に留まって

求職活動を行い、1987年に小学校で教鞭をとり始めた。2001年に夫とともに高等教育機関の奨学

金を獲得してフィジーに留学した。2003年に学位を取得したが、夫がロースクールでの勉強を続

けるために、メラネシアのバヌアツに移り住んだ。2006年にツバルのフォンガファレ島に戻り、

現在は宗教法人が経営する学校の校長を務めている。夫と子どもの家族7人で同居。 

表３ 面接対象者の属性：性別・生年・職・出身地 
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 ツバル・フナフチ環礁の首都フォンガファレは過去30

年間に急激に居住人口が増大し、それに伴って宅地開発

も急激に進行した。従来の居住区域であった礁湖沿岸から内陸そして外洋側へと居住区域は拡張

を続けている。そして、流入する住民の多くがフナフチ環礁以外の出身者であり、極めて多様な

背景を有する住民によって現在のフォンガファレ・コミュニティが構成されているだけではなく、

その多様な住民が頻繁に移動を繰り返していることが明らかとなった。移動の理由も、仕事、教

育、医療、あるいは家族・親族の事情など、多様である。同時に、フォンガファレ島に居住地を

得るためには、フナフチ環礁出身者との親族関係・姻族関係を資源として活用しながら維持され

る社会的ネットワークが有する重要性が指摘される。 

 首都フォンガファレ住民の居住歴と住民の変遷をめぐる実態は、固定的で孤立した環礁社会の

ステレオタイプなイメージとは大きく異なる。「移動に住まう」とも表現できる現状は、ツバル

人住民の生活圏形成が広範な地理的空間に及ぶ柔軟な実践としてあることを明示している。植民

地期以降、ツバルが国家として直面してきた政治・経済・社会の変動に対して、ツバルに営まれ

てきた住民の生活圏形成を把握するキーワードは、ネットワーク、移動性、広範性、柔軟性、適

応性であり、従って、人間－環境系の視点から資源の保全ならびに環境変化に対する適応策を策

定するに際しても、開放系システムとしての環礁州島の生活圏形成の特質を前提とする必要があ

ろう。 

 

５．本研究により得られた成果 

図８ フォンガファレ住民の移動の軌跡 
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（１）科学的意義 

本研究により環礁州島の人口構造動態の流動性の高さと、この流動性に起因する環礁州島間の

社会的ネットワークの特質をミクロな次元から解明することができた。メラネシア島嶼部などの

人口流動性については先行研究の蓄積があるものの、マーシャル諸島共和国、ツバル、キリバス

共和国などの環礁上に成立する小島嶼国家・社会についての研究はこれまで極めて手薄であった。

その点で、本研究が提供する成果は、基礎資料としての高い学術的価値を有するものである。特

に、ツバルの事例研究から、各島のセンサス人口のほぼ全数に匹敵する移出入人口が存在するこ

とが判明し、環礁州島上に成立する社会を極めて流動性の高い開放系システムとしてモデル化す

べきことが明示された。以上の解明点は、閉鎖系システムとして環礁社会を捉える旧来の視点に

再考を促す強いインパクトを有し、基礎研究としての高い学術的価値を有するものである。 

（２）環境政策への貢献 

 本研究の成果から、環礁州島の現地社会が極めて高い流動性と動態的平衡の性格を有すること

が判明した。このことはマクロなレベルの人口動態統計では看過されてきた事実である。環礁州

島の土地と水を含む自然資源の保全や利用を考える際に、人口の流動性とネットワークを基礎条

件として具体的な政策提言や適応オプションを組み上げていくことの重要性を示唆している。今

後、直接的な現地ワークショップ、シンポジウム、web、論文などを通じて、この研究成果の広報・

普及に努めていく。 
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博物館編『第23回北方民族文化シンポジウム報告書 北太平洋の文化―北方地域の博物館と

民族文化３』、財団法人北方文化振興協会、pp.37-42. 2010 

10) 吉岡政徳、石森大知編『单太平洋を知るための58章―メラネシア、ポリネシア』、明石書

店、全336頁、2010 

11) 小林 誠、「「海面上昇」の真実―進行する環境破壊」、吉岡政德・石森大知編『单太平

洋を知るための58章―メラネシア、ポリネシア』、明石書店、pp.201-204. 2010 

12) 小林 誠、「総人口1万人のミニ国家―その生存戦略」、吉岡政德・石森大知編『单太平洋

を知るための58章―メラネシア、ポリネシア』、明石書店、pp.205-209. 2010 

13) 小林 誠、「増え続けるゴミの問題」、吉岡政德・石森大知編『单太平洋を知るための58

章―メラネシア、ポリネシア』、明石書店、pp.210-212. 2010 

14) 小林 誠、「日本の最先端技術の導入―海水淡水化装置と太陽光パネル」、吉岡政德・石

森大知編『单太平洋を知るための58章―メラネシア、ポリネシア』、明石書店、pp.316-320. 

2010 

15) 小林 誠、「人と自然」、綾部真雄編『私と世界―6つのテーマと12の視点』、メディア総

合研究所、pp.74-86. 2011 
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16) 石森大知、『生ける神の創造力―ソロモン諸島クリスチャン・フェローシップ教会の民族

誌』、世界思想社、全383頁、2011 

 <その他誌上発表（査読なし）> 

1) 小林 誠：会報ツバル、32,7-8(2008) 

 「ツバルのお酒事情―ヤシ酒からビールまで」 

2) 小林 誠：会報ツバル、34, 5-6(2009) 

 「食からみる近代化とグローバル化１―過酷な自然環境と伝統的な食べ物」 

3) 棚橋 訓：オセアニア、81,1-3(2010) 

「島の脆さ、島の強さ―オセアニアの環礁社会に思う」 

 4) 小林 誠：会報ツバル、35,5-6(2010) 

  「食からみる近代化とグローバル化２―生業活動の変容」 

 5) 小林 誠：会報ツバル、36,5-6(2010) 

  「食からみる近代化とグローバル化３―ツバルの離島で魚の缶詰を食べること」 

 6) 小林 誠：社会人類学年報、36,179-183(2010) 

  「書評論文：N.Besnier, Gossip and the Everyday Production of Politics, University of 

Hawai‘i Press, Honolulu, 2009, 243pp.」 

 

（２）口頭発表（学会等） 

1) 小林 誠：日本文化人類学会第42回研究大会（2008） 

 「環境言説による経験知の意味づけ―ツバルにおける海面上昇の語りを事例に」 

2) 棚橋 訓：JETROアジア経済研究所研究会「太平洋島嶼諸国の知識社会化と政治社会変動」

（2008） 

「地図の力、ふたたび―マジュロ調査から考える」 

  3) 棚橋 訓：国立民族学博物館共同研究会「生の複雑性をめぐる人類学的研究―『第四世界

の新たな記述にむけて」（2008） 

「＜第三世界＞と＜第四世界＞の捉え方をめぐって―その系譜と模索」 

 4) 深山直子：日本ニュージーランド学会第52回研究会（2008） 

  「環境政策とマオリ―1991年資源管理法を中心に」 

 5) 棚橋 訓：国立民族学博物館共同研究会「脱植民地期オセアニアの多文化的公共圏の比較

研究」（2009） 

「ポリネシアのbeachで公共性について考える」 

 6)  N.Fukayama and D.Ishimori：Japanese Society for Oceanic Studies Kanto Area Meeting, 

2009 

“Who are the Fongafale Islanders? : The construction of localness in Tuvalu‘s capital” 

  7) M.Kobayashi: Japanese Society for Oceanic Studies Kanto Area Meeting, 2009 

 “Tuvaluans on the move: Migration and kinship networks between Funafuti and Outer 

Islands” 

8) T.Yamaguchi, S.Yoshida and S.Tanahashi:  Workshop on Adaptive Measures to Changes 

in Geomorphology and Water Resources on Atoll Islands Countries, Environmental 
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Protection Authority, Majuro Atoll Local Government Hall, Majuro, Republic of the 

Marshall Islands, 2009 

“Landscape history of atoll islet: Laura of Majuro” 

9) 深山直子：北方民族博物館第24回北方民族文化シンポジウム「現代社会と先住民文化１―

観光、芸術から考える」（2009） 

 「ニュージーランド先住民マオリにおける観光の在り方」 

10) S.Tanahashi: Session 31 (Japan and the Pacific Islands: Former Legacies and New 

Articulations), the Fourteenth Asian Studies Conference Japan, Graduate School of 

Asia-Pacific Studies, Waseda University, Tokyo, Japan, 2010 

“Erasion, forgetting and re-articulations‖ 

11) M.Kobayashi: The Second Asia Pacific Coral Reef Symposium, Phuket, Thailand, 2010 

 “Kinship networks as potential safety-net against the sea-level rise: A case analysis 

on the migration of Nanumean Islanders, Tuvalu” 

12) N.Fukayama: The Second Asia Pacific Coral Reef Symposium, Phuket, Thailand, 2010 

 “Social dynamics of atoll: The construction of localness in Tuvalu's Capital” 

13) 小林 誠：日本ツバル交流協会第23回総会（2010） 

 「イメージと実情の間に漂う――ツバルの笑顔をめぐる政治学」（招待講演） 

14) 小林 誠：国立民族学博物館共同研究「オセアニアにおける独立期以降の＜紛争＞に関す

る比較民族誌的研究」（2010） 

 「＜紛争＞と首長制をめぐるポリティクス―ツバル離島部における「伝統的なガバナンス」

に関する覚書」 

15) 小林 誠：第780回東京都立大学・首都大学東京社会人類学研究会（2010） 

 「サルベージ人類学再考―ツバル・ナヌメア環礁における伝承・人類学者・「文化のハンド

ブック」」 

16) 深山直子、棚橋 訓：日本サンゴ礁学会第13回大会（2010） 

 「石垣島・八重山人(やいまぴとぅ) とサンゴ礁の「伝統的」利用―ある根本問題をめぐる省

察」 

 

（３）出願特許 

 特に記載すべき事項はない。 

 

（４）シンポジウム、セミナーの開催（主催のもの） 

1) Tuvalu on the Front Line of Coral Reef-Human Symbiosis Studies: A Dialogue between 

Analysis and Interpretation（2009年7月25日、慶應義塾大学三田校舎、観客90名） 

2) Workshop on Adaptive Measures to Changes in Geomorphology and Water Resources on Atoll 

Islands Countries（2009年8月7日、マーシャル諸島共和国政府環境保護局、参加者45名） 

3) Public Meeting for Majuro Local Community: Outline of the Research and the Reburial 

Ceremony（2009年8月7日、マーシャル諸島共和国マジュロ環礁ローラ島最高位首長宅、参

加者40名） 
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（５）マスコミ等への公表・報道等 

 1) The Marshall Islands Journal（nation-wide daily newspaper, pp.10-11. August 24, 2007） 

 

（６）その他 

特に記載すべき事項はない。 




